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３-３ 外部性による市場の失敗 
 
(1) 外部性とは 

 『不動産のためのミクロ経済学』で学んだように，家計や企業などの活動は市場メカニズムを通じて影響しあっています．例え

ば，企業の生産効率性の上昇の場合は，供給曲線を右へシフトさせて市場均衡価格を引き下げ，消費者はその財を以前よりも安い

価格でより多く消費することができるようになるという影響を受けています．また，暑い夏の場合は，消費者がビールをたくさん

飲むようになって（消費者の嗜好の変化）需要曲線を右へシフトさせて市場均衡価格を引き上げ，企業は以前よりも高い価格でよ

り多く販売することができるようになるという影響を受けています．このように，ある変化が起きれば，市場における自由な取引

を通じて価格に反映されて，市場に参加しているすべてに影響を与えます．そして，市場が完全競争的であれば，社会的総余剰は

最大になっていて，資源配分は効率的になっています． 
 このような市場メカニズムを通じた影響とは異なり，ある経済主体の経済活動が市場メカニズムを通さずに別の経済主体に影響

を与える場合があります．不動産では，別の経済主体に悪い影響を与える場合と，良い影響を与える場合があります． 
 まず，図 3-4 の左図で示されるように，閑静で景観の良い高級住宅地にマンションを建設する場合を考えてみましょう．戸建て

住宅地に大型のマンションが建設されれば，景観を破壊し，日照を遮るなどのさまざまな被害を近隣住民に及ぼします．このよう

なマンション・ディベロッパー（マンションを建築する業者）によるマンション建設は近隣住民に悪影響を与えるため，外部不経

済が発生していると考えられます． 
 次に，図 3-4 の右図のような，庭の植木の例を考えてみましょう．戸建て住宅の庭の植木は，その家に住んでいる人々の効用を

上げますが，通行人達の心を癒したり，CO2 の削減に寄与しますので，その家の住民以外に外部経済を発生していると考えられま

す． 
 このように，ある経済主体の経済活動が，市場メカニズムを通さずに他の経済主体に影響する場合には「外部性が発生する」と

言います．外部性が発生するとき，影響を受ける他の経済主体の便益や生産性を向上させる場合には外部経済が発生するといい，

逆に，便益や生産性を減少させる場合には外部不経済が発生すると言います．  
 

図 3-4 外部不経済と外部経済 

 
 
(2) 外部不経済による市場の失敗 

 さて，閑静で景観の良い高級住宅地にマンションを建設する場合を考えてみましょう．戸建て住宅地に大型のマンションが建設

されれば，下図のように，景観を破壊し，日照を遮るなどのさまざまな被害を近隣住民に及ぼします．このようなマンション・デ

ィベロッパー（マンションを建築する業者）によるマンション建設は近隣住民に悪影響を与えるため，外部不経済が発生している

と考えられます． 
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 マンション戸数がゼロであれば（マンションが建設されなければ）外部不経済は発生しないでしょうし，マンション戸数が増加

するに伴って，外部不経済は大きくなります．下図にはそのような外部不経済とマンション戸数の関係が描かれています．縦軸は

外部不経済を金銭換算した費用（「外部費用」といいます）で，横軸はマンション戸数です．近隣住民にとっては，マンションの日

陰になることで照明費用が余分にかかったり，乾燥機が必要になったりします．また，心理的にも影響を受けるでしょう．これら

をすべて金銭換算したものが外部費用となります．マンションの生産量（戸数）の増加とともに，外部費用の限界費用（「限界外部

費用」といいます）もだんだん大きくなり，下図のように右上がりの曲線となると考えられます． 
 

 
 
 ところで，各マンション・ディベロッパーは，マンションを建設するため，土地を購入したり，建物を建設したりとさまざまな

支出を行っています．このようにマンション・ディベロッパーが建設に関して支出した費用を「私的費用」といい，生産量を１単

位（部屋数を一部屋）追加的に増加させるときにかかる私的費用を「私的限界費用」と言います．ということは，社会全体で考え

た場合には，マンション１戸を追加的に建設して供給するための費用（「社会的限界費用」といいます）は，マンション・ディベロ

ッパーが負担している私的限界費用と，近隣住民が負担している限界外部費用をあわせたものに等しくなります．したがって， 
 

（社会的費用）＝（私的費用）＋（外部費用） 

（社会的限界費用）＝（私的限界費用）＋（限界外部費用） 

 

ということになります．つまり，マンションを建てるという行為で影響を受ける経済主体（ここでは，マンションに住む人，ディ

ベロッパー，マンションから影響を受ける周辺の住民）すべての費用を考慮したのが社会的限界費用ということです． 
 この関係を図で整理してみます．次図にはマンション市場の需要曲線と供給曲線（私的限界費用曲線）が描かれています．外部

不経済が発生しているので，マンションを供給する際の社会的限界費用は，私的限界費用よりも外部費用の分だけ大きくなります．

したがって，図中の社会的限界費用曲線は，私的限界費用曲線から限界外部費用分だけ上に乖離しています． 
 さて，各マンション・ディベロッパーはマンション供給に要する私的費用を負担しなくてはなりませんが，近隣住民に与える外

部費用の負担は求められていません．すなわち，各マンション・ディベロッパーは私的費用だけを考えてマンション建設を考える

ということです．このとき，どれだけのマンションが供給されることになるのかを考えてみましょう． 
 市場価格が与えられると，３－１で説明したように，各マンション・ディベロッパーは自分の利益が最大になる私的限界費用が

市場価格に一致するまで供給します．そのため，市場供給曲線は私的限界費用曲線で表されます． 
一方，マンションの需要曲線はマンション購入者（消費者）にとってのマンションの価値を反映し，その価値はマンションに対

する支払許容額で表されています．したがって，市場価格が与えられると，支払許容額が市場価格に一致する消費者までマンショ

ンを購入することになります． 
規制などの政府の介入がなく，市場に任せた場合，マンション価格は，その需要と供給が釣り合うように調整されて，市場均衡

価格は PAに，均衡取引量は QAになります．しかし，このとき，以下で説明するように市場の失敗が生じています．市場の失敗とは，

市場の自由な取引では社会的総余剰が最大にならない状態，言い換えれば，死荷重が発生している状態のことです．  
 
 それでは，今までと同じように，死荷重が発生するかどうかを，余剰分析によって確かめてみましょう． 
 
 市場メカニズムに任せた場合 
 まず，市場メカニズムに任せた場合を考えてみましょう．達成される市場均衡は A 点で表され，そのときの均衡価格は PAで，均

衡取引量は QA でそれぞれ表されます．消費者余剰と生産者余剰はどこになりますか？消費者が獲得する便益は消費者余剰で測るこ

とができ，図の△EAPA の面積で表すことができます．一方，生産者が獲得するお得は生産者余剰で測ることができ，図の△PAAF
の面積で表されます．では，社会的総余剰は，これまでのように消費者余剰と生産者余剰の和である△EAF（＝△EAPA＋△PAAF）
で表すことができるのでしょうか？ 
 答えは NO です．消費者余剰と生産者余剰を足し合わせただけでは不十分です．なぜなら，社会全体で発生している費用は，各
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マンション・ディベロッパーが負担する私的費用の合計である□AQAOF だけでなく，近隣住民が負担している被害額（外部費用の

総額）△CAF も含まれなくてはならないからです．つまり，社会的総余剰は私的費用だけでなく，外部費用も考慮されていなけれ

ばなりません．ここで，社会全体で純粋にどれだけの余剰が発生しているのかは，消費者余剰と生産者余剰の和から，外部費用の

総額を差し引いた△EAF－△CAF（これは△BAF が重なっていますから引きます）＝△EBF－△CAB（今後，このように重なっている

部分がないように記述しましょう．それ以外は減点）で表すことができます． 
 

（社会的総余剰）＝（消費者余剰）＋（生産者余剰）－（外部費用の総額） 

 

 
 

 市場メカニズムに任せた場合
社会的に「望ましい」場合 

（＝社会的総余剰が最大となる）

均衡価格   

均衡取引量   

消費者余剰   

生産者余剰   

外部費用の総額   

社会的総余剰   
 
 
 社会的に「望ましい」場合 
 では，社会的に「望ましい」，つまり社会的総余剰が最大となるのはどのような場合でしょうか．需要曲線と社会的限界費用曲線

の交点である B 点に着目してみましょう．市場価格が PB で，均衡取引量が QBで表されます．このときの消費者余剰，生産者余剰，

外部費用の総額，社会的総余剰それぞれは上の図のどこに相当しますか？上の表を埋めてみましょう． 
 さて，市場メカニズムに任せた場合と比較してみると，市場メカニズムに任せた場合の方が△CAB の面積分だけ社会的総余剰が

少ないですね．ということは，外部性が存在する場合には，市場メカニズムに任せると死荷重が発生することが分かります． 
 
 外部不経済があると，死荷重が発生すると同時に，最適な均衡取引量以上の取引が行われていることに注意しましょう．また，最

適な均衡取引量でも外部費用（ここでは，隣の戸建て住宅に住んでいる人の費用）が発生していると言うことにも注意しましょう．隣人

に費用を全くかけない取引量はマンション建設０の時ですが，これは社会的総余剰も０です． 
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(3) ピグー課税 

 上で見たように，外部不経済が発生している場合には死荷重が発生するので，最適な資源配分を達成することができません．こ

れは，各マンション・ディベロッパーがマンションを供給する際に，外部不経済を考慮していないからです．社会的総余剰が最大

となるためには，余剰の損失を引き起こす死荷重（△CAB の部分）がなくならなくてはなりません．もしマンション・ディベロッ

パーの供給量を QBまで減少させることができれば，死荷重がなくなって社会的総余剰が最大となります．このような社会的に望ま

しい状態はどのようにすれば達成できるのでしょうか？ 
 一つの方法は，マンション１戸が供給されるごとに，マンション・ディベロッパーに課税することです．マンション供給への課

税により，マンションの供給曲線が課税額の大きさの分だけ上方へシフトすることになります．政府が外部費用の大きさを正しく

把握して，その費用の分だけ，マンション・ディベロッパーに正確に課税できるのであれば，新しい供給曲線（私的限界費用曲線）

は B 点を通過するようになり，市場均衡点は B 点となります．このような，「限界外部費用の分だけ課税することによって外部性

を抑制する税」のことを「ピグー税」と呼びます．「ピグー」はこのシステムを考えた人の名前です． 
 

 
 
 では，ピグー税の効果を余剰分析によって確かめましょう．ピグー税を導入した場合に達成される市場均衡は B 点で表され，そ

のときの均衡価格は PBで均衡取引量は QB で表されます．消費者余剰は図の△EBPB の面積で表すことができ，生産者余剰は図の△

PDDF(△PBBG)の面積で表されます．政府が徴収したピグー税収入 PBBDPD（□BDFG）は公共サービスや社会基盤整備を通じて，消

費者あるいは生産者に還元されます．したがって，社会的総余剰は，消費者余剰，生産者余剰とピグー税収入の和である台形 EBDF
（＝△EBPB＋△PDDF＋長方形 PBBDPD）から，近隣住民が負担している被害額（外部費用の総額）△BDF を差し引いた△EBF で表

されます．ピグー税を導入すると，死荷重は発生せず，社会的総余剰が最大になる効率的な状態であることが確認できます． 
 

 市場メカニズムに任せた場合 ピグー税を導入した場合 

均衡価格   

均衡取引量   

消費者余剰   

生産者余剰   

税収   

外部費用の総額   

社会的総余剰   
 
 このように，外部不経済を持つ経済活動には課税してその活動を抑制し，逆に，外部経済を持つ経済活動には補助金を与えてそ

の活動を促進することで，自分の経済活動を決定する際の費用の一部として外部性を意識させることができます．このことを，「外

部性を内部化する」といいます． 
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 ピグー課税は外部不経済による市場の失敗を簡単に解決できるように思われます．しかし，この政策を実施するには，適切な税

金を課す必要があり，そのためには，図中の線分 BD に相当する外部費用を正確に把握しなければなりません．これは非常な困難

を伴うこともあり，現在の日本では，以下で説明するような様々な施策が実施されています． 
 
 
(4) 不動産市場での外部不経済への施策 

 上記のような外部不経済に対する施策として，日本では用途規制や，日影規制（“にちえいきせい”と読みます．これも不動産学部の

常識），斜線規制などが採られています． 
 
 用途規制 
 用途地域は，住居，商業，工業など市街地の大枠としての土地利用を定めるもので，12 種類あります．用途地域が指定されると，

それぞれの目的に応じて，建てられる建物の種類が決められます．地域の目指すべき土地利用の方向を考えて，いわば色塗りが行

われるわけです．また，地区別に容積率や建ぺい率も決められています． 
表 用途地域 

第一種低層住居専用地域 第二種低層住居専用地域 第一種中高層住居専用地域 

低層住宅のための地域です.小規模なお店や事務所

をかねた住宅や,小中学校などが建てられます. 
主に低層住宅のための地域です.小中学校などのほ

か,150 ㎡までの一定のお店などが建てられます 
中高層住宅のための地域です.病院,大学,500 ㎡まで

の一定のお店などが建てられます. 
第二種中高層住居専用地域 第一種住居地域 第二種住居地域 

主に中高層住宅のための地域です.病院,大学な

どのほか,1,500 ㎡までの一定のお店や事務所な

ど必要な利便施設が建てられます. 

住居の環境を守るための地域です.3,000 ㎡まで

の店舗,事務所,ホテルなどは建てられます. 
主に住居の環境を守るための地域です.店舗,事
務所,ホテル,カラオケボックスなどは建てられ

ます. 
準住居地域 近隣商業地域 商業地域 

道路の沿道において,自動車関連施設などの立

地と,これと調和した住居の環境を保護するた

めの地域です. 

まわりの住民が日用品の買い物などをする地

域です.住宅や店舗のほかに小規模の工場も建

てられます. 

銀行,映画館,飲食店,百貨店などが集まる地域で

す.住宅や小規模の工場も建てられます. 

準工業地域 工業地域 工業専用地域 

主に軽工業の工場やサービス施設等が立地する地域です.
環境悪化が大きい工場のほかは,ほとんど建てられます. 

どんな工場でも建てられる地域です.住宅やお店は建

てられますが,学校,病院,ホテルなどは建てられません.
工場のための地域です.どんな工場でも建てられます

が,住宅,お店,学校,病院,ホテルなどは建てられません 
 

 日影規制と斜線規制 
 日影規制（にちえいきせい）とは，近隣の敷地の日照を確保するために設けられた建築物の高さを制限する規制のことです．日

照は住環境において必要とされ，中高層建築物が落とす日影の時間を一定時間内に抑えて，近隣の日照を確保するための建築基準

法上の規制のひとつです．日影規制の規制時間は，建築基準法により冬至日の真太陽時による午前８時から午後４時までの８時間

以内で一定の数値が与えられています．そのいずれかを採用するかは地方自治体の条例で決めることになっています． 
 斜線制限とは，都市計画区域内で建物を建てる時に，市街地の環境の確保を図るため，一定の勾配面によって建築物の高さ，位

置などの形態を制限する規制のことで，道路の上空を一定の角度で確保し，向かい合う建築物や道路面の日照・通風・開放感を確

保するための道路斜線制限，隣り合う建築物同士の採光や日照などを確保するための隣地斜線制限，北側に接する敷地の環境を保

護するための北側斜線制限があります． 
 その他，建築基準法では，原則として幅員 4m 以上の道路と接していなければいけないなどの制限もあります． 
 上記の，日影規制や斜線規制などによって，実際の建ぺい率や容積率が用途規制で決められてより小さくなる場合が多くなり，

建築基準法を守るインセンティブは一層小さくなります． 
 
(5) 東京の容積率 

 東京都心（千代田区，中央区，港区，新宿区）とニューヨーク（ア

ッパーイースト，ミッドタウン）の使用容積率は右表の通りです．

東京都心（山手線内側）の使用容積率が 548.5%（253.7%）である一

方，マンハッタンでは住宅地のアッパーイーストでも 631%もあり，

オフィスビルが多いミッドタウンでは 1421%もあります．また，2012
年東京都心の容積率と比較しても，ミッドタウンのそれよりも非常

に低い水準にあります． 
 都市計画法では商業地の容積率の制限も厳しいため，ニューヨー

クと比較すると東京の容積率は非常に低く，高度利用が出来ていな

い状況です． 
 
 
  

1997 2002 2007 2012

千代田区 グロス 172.1% 218.4% 221.6% 231.5%
ネット 307.2% 374.0% 386.6% 409.7%

中央区 グロス 179.6% 163.6% 221.9% 233.9%
ネット 410.7% 394.6% 517.1% 552.8%

港区 グロス 145.3% 161.6% 206.6% 213.4%
ネット 244.1% 277.1% 342.0% 352.3%

新宿区 グロス 138.0% 153.0% 167.3% 177.4%
ネット 213.4% 226.3% 248.6% 259.3%

都心 グロス 269.1% 301.4% 335.1% 347.1%
ネット 501.4% 548.5% 614.7% 650.7%

山手線内側 グロス 140.9% 166.4% 180.4% 188.3%
ネット 220.3% 253.7% 275.6% 286.8%

アッパーイースト(一部) 使用容積率 631.0%
(最も高いブロック) 956.0%

ミッドタウン(一部) 使用容積率 1421.0%
(最も高いブロック) 2089.0%

(注1)都心とは，新しい都市作りのための都市開発諸制度活用方針における更新都心及び再編

都心を併せた区域である．
(注2)グロスは土地利用面積に対する建物の延べ面積の割合を，ネットは宅地面積に対する建物

の延べ面積の割合，使用容積率は敷地面積に対する建築物の延床面積の割合である．

(出所)東京に関しては『東京の土地利用』(東京都)．NYに関しては『都市のチカラ超高層化が生

活を豊かにする』(森ビル都市再生プロジェクトチーム,2003年)


